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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
下肢の矯正器具、外骨格又は義肢の人工膝関節において抵抗変化を制御する方法であって
、前記人工膝関節は旋回軸線（４）を中心として旋回可能に相互に締結された上部（１）
と下部（２）とを有し、前記人工膝関節の屈曲又は伸展に対する抵抗を提供するために、
前記上部（１）と前記下部（２）との間に抵抗部（６）が締結され、前記抵抗部（６）に
は調整器（７）が設けられ、前記調整器（７）に設けられた制御装置（８）のセンサー信
号が前記調整器（７）を稼働する場合に、前記調整器（７）により抵抗が変化させられる
方法において、前記抵抗が、測定若しくは算出された脚弦（ＬＣ）の姿勢（ΦＢ）及び／
又は長さ（ＬＢ）、並びに／又はそれらの時間導関数に応じて変化させられ、
　前記脚弦（ＬＣ）として股回転中心（ＨＲ）と足点（ＦＰ）との接続線が使用されるこ
とを特徴とする、方法。
【請求項２】
前記脚弦（ＬＣ）の前記姿勢（ΦＢ）が、下腿角度（ΦＳ）と膝角度（ΦＫ）の一部との
合計として推定され、又は前記下腿角度（ΦＳ）、前記膝角度（ΦＫ）、大腿セグメント
長（ＬＴ）、及び下腿セグメント長（ＬＳ）から算出されることを特徴とする、請求項１
に記載の方法。
【請求項３】
下腿角度（ΦＳ）又は大腿角度（ΦＴ）が、慣性角度センサー（９）により直接測定され
、又は大腿（１、１０）若しくは下腿（２、５）に取り付けられた位置センサー（９）、
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及び膝角度センサー（９）により検出されることを特徴とする、請求項１又は２に記載の
方法。
【請求項４】
前記脚弦（ＬＣ）の前記長さ（ＬＢ）が、膝角度（ΦＫ）、大腿セグメント長（ＬＴ）、
及び下腿セグメント長（ＬＳ）から決定されることを特徴とする、請求項１～３の何れか
一項に記載の方法。
【請求項５】
前記抵抗が、前記脚弦（ＬＣ）の前記姿勢（ΦＢ）及び／又は前記長さ（ＬＢ）の変化の
方向に応じて変化させられることを特徴とする、請求項１～４の何れか一項に記載の方法
。
【請求項６】
前記脚弦の姿勢（ΦＢ）の変化と大腿角度（ΦＴ）又は下腿角度（ΦＳ）の変化との商（
ｋ）が算出され、歩行状況の評価のために使用されることを特徴とする、請求項１～５の
何れか一項に記載の方法。
【請求項７】
脚弦速度の変化と大腿速度（ΦＴ）又は下腿速度（ΦＳ）の変化との商（ｋ）が算出され
、歩行状況の評価のために使用されることを特徴とする、請求項１～６の何れか一項に記
載の方法。
【請求項８】
立脚期又は立脚状態を検出するために、前記下部（２）における力を検出する力センサー
（９）が使用されることを特徴とする、請求項１～７の何れか一項に記載の方法。
【請求項９】
前記抵抗が、更に、前記上部（１）及び／又は前記下部（２）の姿勢又は姿勢の変化に応
じて変化させられることを特徴とする、請求項１～８の何れか一項に記載の方法。
【請求項１０】
前記抵抗が、特に前記脚弦（ＬＣ）の前記姿勢及び／又は前記姿勢の変化が設定境界値を
越えた、又は下回ったときに変化させられることを特徴とする、請求項１～９の何れか一
項に記載の方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願発明は、下肢の矯正器具、外骨格又は義肢の人工膝関節において抵抗変化を制御す
る方法に関するものであって、該人工膝関節は旋回軸線を中心として旋回可能に相互に締
結された上部と下部とを有し、該人工膝関節の屈曲又は伸展に対する抵抗を提供するため
に、該上部と該下部との間に抵抗部が締結され、該抵抗部には調整器が設けられ、該調整
器に設けられた制御装置のセンサー信号が該調整器を稼働する場合に、該調整器は抵抗を
調整する。本願発明による方法は、特に人工膝関節の運動動作又は緩衝動作を制御するた
めに採用されるが、それに限定されず、股関節又は足首関節にも適用できる。
【背景技術】
【０００２】
　矯正器具、外骨格又は義肢のための人工関節は、関節によって相互に接続されている、
上方の接続部を含む上部と下方の接続部を含む下部とを有する。人工膝関節では、通常、
上方の接続部には大腿断端又は大腿副木の取り付け手段が設けられ、下方の接続部には義
足又は足部を有する下腿管又は下腿副木が設けられている。残存する下腿では、義肢の上
部が下腿シャフトに取り付けられ、下部には義足が締結され、矯正器具では、各要素が対
応する体肢に締結されている。最も簡単な場合には、上部と下部が単軸関節により旋回可
能に相互に接続されている。
【０００３】
　夫々の一歩行の段階又はその他の動きや行動における様々な必要条件をできるだけ自然
に模倣又は支持するために、屈曲抵抗と伸展抵抗を提供する抵抗装置が設けられているこ
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とが多い。力が発揮された場合、下部は上部に対して後方へどの程度旋回させ易くするか
が屈曲抵抗により設定される。膝関節においては伸展抵抗により下部の前進運動速度は落
とされ、伸展停止部位等が形成される。屈曲抵抗は好ましくない屈曲を防ぎ、遊脚期中の
最大屈曲を制限する。
【０００４】
　ＤＥ　１０　２００８　００８　２８４　Ａ１から、上部とそれに旋回可能に設けられ
た下部とを含み、屈曲角センサー、加速センサー、傾斜センサー及び／又は力センサー等
の複数のセンサーが設けられた、整形外科技術の膝関節が周知である。センサー情報によ
って伸展停止部位の位置を検出する。
【０００５】
　ＤＥ　１０　２００６　０２１　８０２　Ａ１には、上方の結合手段と義足への接続要
素とを含む義肢装置を適応させるために、屈曲方向に調整可能な緩衝手段を含む受動的義
肢膝関節を制御する工程が記載されている。該適応は、階段を上るときに行われる。その
際、義足が低運動量で持ち上げられたと検出され、持ち上げ期において屈曲緩衝値は平面
歩行に適度な水準より低く設定される。屈曲緩衝値は、変化の膝角度と下腿に作用する軸
力とに応じて高く設定され得る。
【０００６】
　ＤＥ　１０　２００９　０５２　８８７　Ａ１には、抵抗装置とセンサーとを含む、矯
正用の又は人工装具の関節を制御する方法等が記載され、関節の使用時に状態情報がセン
サーにより提供される。該センサーは、運動量又は力を検出し、検出値のうち少なくとも
二つの検出値に関するセンサー情報は数学的演算により結合され、補助変数が算出され、
屈曲抵抗及び／又は伸展抵抗の制御は、その補助変数に基づく。
【０００７】
　緩衝動作の変化を制御するために、従来技術では、センサー情報を定量的評価し、つま
り、通常、特定の境界値が到達又は到達されない場合、アクチュエータが稼働又は停止さ
せられ、抵抗装置は増加又は減少させられた屈曲抵抗又は伸展抵抗を提供する。
【０００８】
　患者は、義肢、外骨格又は矯正器具を様々な環境で使用し得るとともに、階段又は斜面
を下がることや様々な速度で平面を歩行し得る。また、患者は荷を運び得、それは義肢又
は矯正器具の動作に影響を与える。特に遊脚期後（つまり治療されている脚が接地した後
に体重が治療されている脚に移るとき）に、多くの患者はより高い安全性を要求する。し
かし、初期の屈曲緩衝（つまり人工膝関節の屈曲に対抗する緩衝）が高過ぎると、股関節
中に突発的な荷重が生じ、装着感の悪化と共に義肢又は矯正器具に対する受容性が悪化し
てしまう。
【０００９】
　新型コンピューター制御の緩衝装置では、屈曲又は伸展に対する抵抗を精密かつ迅速に
適応させることができるが、算出情報又は検出情報の精密さ、処理すべき情報の複雑さ、
各実行される運動の検出の信頼性、及び製造の手間という阻害要因がある。
【発明の概要】
【００１０】
　本願発明の課題は、様々な歩行状況に、確実、迅速かつ費用効率よく適応可能な、心地
よく歩行動作を実現させながら最大の安全性を確保する人工下肢関節（特に人工膝関節）
の制御方法を提供することである。
【００１１】
　本願発明の課題は、独立請求項に記載の事項を含む方法により解決される。本願発明の
効果的な実施例及び変形例は従属請求項、明細書及び図面に記載される。
【００１２】
　下肢の矯正器具、外骨格又は義肢の人工膝関節において抵抗変化を制御する方法であり
、該人工膝関節が旋回軸線を中心として旋回可能に相互に締結された上部と下部とを有し
、人工膝関節の屈曲又は伸展に対する抵抗を提供するために該上部と該下部の間に抵抗部
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が締結され、該抵抗部には調整器が設けられ、該調整器に設けられた制御装置のセンサー
信号が該調整器を稼働する場合に該調整器が抵抗を調整する、本願発明による方法では、
抵抗が脚の弦（脚弦）の姿勢及び／又は脚弦長及び／又はそれらの時間導関数に応じて変
化させられる。従って、現在実行されている運動を脚弦の姿勢又は脚弦長或いはそれらの
組み合わせに基づいて把握するために、脚弦を制御パラメータ又は補助変数として使用す
る。このようにして、夫々の歩行状況、又は着席、起立、自転車運転、後方歩行等の他の
運動のために必要な抵抗変化を適宜に開始させることができる。脚弦の姿勢は、屈曲（例
えば立脚期屈曲）又は立脚期伸展に関わらず、脚の向きに関する情報を確実に提供する。
また、脚弦の姿勢と姿勢変化無しの脚弦の短縮からは停留中の下降運動という結論が示唆
され、脚弦の前方回転は斜面下りを示し、後方回転は例えば着席運動を示す。これらの情
報の評価に基づいて、抵抗器の抵抗を各歩行状況に適応させるために、制御装置は調整器
を稼働させる。そのために、屈曲抵抗及び伸展抵抗を適切に増加又は減少させる。また、
脚弦長から運動の進行を理解できる。脚弦が例えば後方回転しつつ短縮した場合、着席運
動の進行を検出又は少なくとも推定できる。従って、これらの情報に基づいて抵抗を調整
する。また、脚弦の姿勢又は脚弦長に関する時間導関数も関連する。各運動の速度又は加
速を検出して例えば歩行速度が示され、変化させられた抵抗値を各運動期において提供す
る。本願発明による方法は、人工膝関節における抵抗部の制御のみならず、緩衝される足
首関節でも対応する抵抗器を脚弦長及び／又は脚弦の姿勢或いはそれらの時間導関数に応
じて変化させることができる。股関節における抵抗部でも同様である。本願発明による方
法は、矯正器具、義肢又は矯正器具の特殊型（つまり外骨格）に適用され得る。
【００１３】
　脚弦としては、股回転中心と足点との接続線が好ましく使用される。股回転中心は、例
えば義肢膝関節の場合、整形外科技術者により検出される。また、股回転中心は、旋回軸
又は膝軸線と股回転中心の距離と定義される大腿のセグメント長を定める。下腿長は膝軸
線と足点の間に定義されている。足点としては、足中心、つまりロールオーバー運動の瞬
間回転中心、又は足部或いは義足の足裏位置若しくは地面上の下腿の垂直線終点が定義さ
れ得る。矯正器具又は外骨格では、大腿部と下腿部の間の抵抗部を制御する場合、残存す
る天然の足を接地するための足部は必ずしも必要がない。
【００１４】
　脚弦の姿勢又は脚弦角度は、検出された下腿角度と因数が割り当てられた膝角度の合計
から推定され得る。その因数は０.４～０.６である。有利には、垂直線に対する脚弦の姿
勢は、垂直線に対する下腿角度と膝角度の半角のおよそ合計から推定される。その代わり
に、脚弦の姿勢は下腿角度、膝角度、及び下腿セグメント長と大腿セグメント長により算
出されても良い。各セグメント長は既知であり制御装置に記憶されている。下腿角度は、
位置センサーにより検出され得る。膝軸線を中心とした相対旋回運動を示す膝角度は、大
腿の縦延長線と下腿の縦延長線との角度として定義される。その測定は、角度センサーに
より実行し得る。
【００１５】
　下腿角度及び／又は大腿角度は、慣性角度センサーにより直接に測定し得る。その代わ
りに、位置センサーが他の各セグメントに設けられても良い。ここにおいて、膝角度セン
サーにより膝角度が検出され、大腿の慣性角度と膝角度の組み合わせにより下腿角度が検
出され、又は下腿における位置センサーと膝角度センサーの組み合わせにより大腿角度が
検出される。
【００１６】
　脚弦長は、膝角度と、大腿や下腿のセグメント長により決定され得る。緩衝装置の抵抗
が運動速度に応じて変化させられるように、脚弦長又はそれらの経時的な変化からその運
動速度に関して結論を引き出す。
【００１７】
　抵抗部の抵抗は、脚弦の姿勢及び／又は脚弦長の変化の方向に応じて変化させられ得る
。例えば、脚弦角度が垂直線に向けて減少し、又は脚弦角度が垂直線から離れて増加する
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ことで、特に脚弦長が減縮する場合は、前方回転を斜面下り時の降下する一歩行として検
出し得る。脚弦が短縮又は伸展することで、起立運動又は着席運動、降下又は上昇、或い
は階段下がり又は階段上がりが実行されるか示される。
【００１８】
　前方歩行、つまり前方向に進行が行われるあらゆる歩行状況では、脚が前方にロールオ
ーバーする。このようにして、脚の向き、つまり脚弦向きやその変化は、一歩行のための
進行パラメータと見做され得る。ヒール・ストライク後に、脚は大抵後方傾斜を有し、す
なわち脚弦が垂直線に対して反歩行方向かつ後方に傾斜する。その後、脚は前方にロール
オーバーし、脚弦角度は垂直線に向けて減少し、垂直線から拡張し、最後には立脚期の最
後に最大の前方傾斜が達成されている。歩行状況をより詳しく区別すれば、歩行状況を評
価するために、脚弦の姿勢の変化と大腿角度又は下腿角度の変化との商が算出されること
が望ましい。大腿角度又は下腿角度或いはそれらの時間導関数は一歩行時の脚の運動と相
関する。平面上の前方歩行では、大腿及び下腿も前方向にロールオーバーする。それは、
立脚期屈曲の有無にかかわらず発生する。斜面上の下りでは、大腿角度はほぼ一定になり
、階段下りでは、大腿は後方に向かい、つまり角度は垂直線に対して拡張する。その後、
検出された歩行状況に応じて抵抗が調整され、例えば階段を下る交互動作の際に屈曲を可
能にするために屈曲緩衝は設定角度範囲に関して増加させられ又は減少させられる。
【００１９】
　歩行状況を識別するためのパラメータとして、特に脚弦の姿勢の変化と大腿角度又は下
腿角度の変化との商が算出され使用され得る。特に、抵抗は各期間を示す図の曲線の勾配
に応じて変化させられ得る。大腿角度又は下腿角度を脚弦の姿勢又は脚弦角度上に表示す
れば、歩行状況は期間図の勾配により区別し得る。勾配は、角度Φｉと角度Φｊとの機能
的相関による差分商ΔΦｉ、／ΔΦｊ又は微分商ｄΦｉ／ｄΦｊとして又はそれから決定
され得、ここで、例えば瞬時的な接線、さもなくばより長期についての割線が採用され得
る。抵抗部の動作は勾配に応じて対応する状況に適応され得る。
【００２０】
　抵抗部又は抵抗の変化は、角度の期間図中の勾配に基づく他に、それらの時間導関数の
商、つまり脚弦速度の変化と大腿速度又は下腿速度の変化との商に基づく。
【００２１】
　また、立脚期又は立脚を検出するために、下部に作用する軸力又は下部に作用するモー
メントを検出する力センサーを使用することによって、様々な歩行状況は更に具体的に区
別され得る。下部が無荷重又は実質的に無荷重の場合、下肢が現在遊脚期、持ち上げ期、
又は接地期にあると考えられ、立脚時又は歩行中の立脚期とは異なる抵抗調整が必要にな
る。それに対応するセンサーで追加の情報を提供し得る。
【００２２】
　有利には、抵抗は更に上部及び／又は下部の姿勢又は姿勢変化に応じて変化させられる
。上部及び下部は望ましくは大腿及び下腿として機能する。望ましくは、特に脚弦の姿勢
及び／又は姿勢の変化が設定境界値を越える又は下回る場合、抵抗が変化させられる。
【００２３】
　当然、姿勢は、前述の全てのパラメータ又はそれらの何れかのみに応じて変化させられ
得る。
【００２４】
　抵抗部は、例えばアクチュエータであり得、例えば油圧式、空気圧式、磁気流動式、磁
気式、電気式、機械式又は電磁気式抵抗部として構成され得る。油圧式又は空気圧式抵抗
部では、越流管が閉鎖され、媒体は越流管を通過して伸展室から屈曲室へ流れなくなる。
このようにして、伸展室と屈曲室との間の媒体流量は場合によって完全に抑制され得る。
機械式抵抗装置では、例えば摩擦は他の屈曲が発生しない程度に増加させられる。電動式
抵抗部も同様である。
【００２５】
　システムにエネルギーを積極的に加えることと、そして逆にシステムからエネルギーを
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吸収し抵抗部として機能することと、その両方ができるアクチュエータも採用され得る。
アクチュエータは、例えば電気モーター、油圧式又は空気圧式ポンプ、或いは圧電式素子
として構成され得る。
【００２６】
　以下、図面を参照して本願発明による実施例を詳しく説明する。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】図１は義足を示す略図である。
【図２】図２は角度を有する義肢膝を示す略図である。
【図３】図３は図２においてパラメータを割当てた図である。
【図４】図４ａ～４ｃは歩行時の様々な状況を示す図である。
【図５】図５は脚の向きに対する大腿角度の様々な例を示す図である。
【００２８】
　図１には、大腿断端を取り付けるための大腿シャフト１０が締結されている上部１を含
む義足が示されている。上部１には、下腿部の形状を有する下部２が旋回可能に設けられ
ている。下部２は、上部１の旋回軸線４を中心として旋回可能に設けられている。下部２
は、下腿管５を有し、その遠位端には、義足３が締結されている。義足３には、下腿管５
に作用する軸力ＦＡと、義足３の締結部位を中心として下腿管５に作用する足首運動量Ｍ

Ａとを検出する装置が収納され得る。
【００２９】
　下部２の内側又は外面側には、緩衝装置又はアクチュエータ等として構成され得る抵抗
装置６が取り付けられている。抵抗装置６は、調整可能な伸展抵抗及び屈曲抵抗を提供す
るために、上部１と下部２の間に支持されている。抵抗装置６には、モーター、磁石又は
その他の抵抗装置６内の各抵抗Ｒを変化可能なアクチュエータ等の調整器７が設けられて
いる。抵抗装置６が油圧緩衝装置又は空気緩衝装置として構成される場合、調整器７によ
り、越流管路の流量横断面を拡張若しくは減少し、又は流量抵抗を他の方法により変化し
得る。また、それは弁の開閉、或いは粘度又は磁気流動的特性を変化させることによって
実現され得る。抵抗装置が発電機として作用する電気モーターとして構成される場合、電
気抵抗を変化させることによって屈曲又は伸展に対する抵抗の増加又は減少を調整するこ
とができる。また、抵抗装置は、屈曲又は伸展に対する機械抵抗、摩擦ブレーキ又は可変
の変形抵抗を有するエラストマー要素、或いは単に磁気流動式緩衝装置としても構成され
得る。
【００３０】
　調整器７を稼働又は停止させるために、下部２には、特に下腿ケーシングに収納された
制御装置８が設けられている。制御装置８により、対応する稼働信号又は停止信号が調整
器７に送信される。調整器７は、センサー情報に基づいて稼働させられ又は停止される。
センサー情報は、人工膝関節に設けられた一つ又は複数のセンサー９により提供される。
センサー９は、角度センサー、加速センサー及び／又は力センサーであっても良い。セン
サー９は、ケーブル又は無線送信装置等を介して制御装置８と接続されている。図示の実
施例においてセンサー９は特に膝角度センサー又は慣性角度センサーとして構成されてい
る。センサーは、大腿シャフト１０、上部１、下部２、下腿管５、又は足部３に設けられ
得る。矯正器具の場合、センサーは各対応する副木、関節部又は足部に締結されている。
センサー９は体肢自体に締結され得る。
【００３１】
　センサー９により、踵接地（ヒール・ストライク）から爪先の地面との分離を経て後続
のヒール・ストライク（ＨＳ）までの一歩行の全周期、つまり遊脚期伸展と遊脚期屈曲と
を含む全遊脚期、が監視される。
【００３２】
　図２の側面図には、大腿シャフト１０と、上部１と、膝軸線４を中心として旋回可能に
設けられ抵抗部６が内蔵された下部２と、遠位の下腿管５と、それに締結された義足と、



(7) JP 6768704 B2 2020.10.14

10

20

30

40

50

を含む義肢膝関節が屈曲した姿勢で示されている。脚弦ＬＣは足点ＦＰから股回転中心Ｈ

Ｒまで伸びる。脚弦ＬＣは股回転中心ＨＲと足点ＦＰとの接続線であり、実行された運動
について脚弦ＬＣの向きから結論を出すことができ、特に様々な動き又は歩行状況を区別
することができる。足点ＦＰは足中心に位置し得る。足点ＦＰの他の定義として、回転運
動の瞬間回転中心、足首関節の旋回軸線、又は下部２の縦延長線が至る足裏位置がある。
脚弦ＬＣの姿勢の特性値として脚弦角度ΦＢが図示され、脚弦ＬＣと垂直線Ｖとの間の角
度として定義されている。義肢装置の図示の位置では、上部１は下部２に対してある角度
で下部２に対して屈曲している。つまり、脚弦ＬＣは後方に傾斜している。従って、垂直
線Ｖに対しては大腿角度ΦＴもある。下部２が垂直に保持され、上部１が例えば図示の実
施例において旋回軸線４を中心として反時計方向に旋回されると、大腿角度ΦＴは垂直線
Ｖに対して拡張する。大腿角度ΦＴの基準値は股回転中心ＨＲと膝軸線４との接続線であ
る。同時に、それら二点の該接続線に沿った距離は大腿長ＬＴを定義する。
【００３３】
　図２による値に加えて、図３には膝角度ΦＫが描画されている。膝角度ΦＫは、大腿セ
グメント（膝軸線４と股回転中心ＨＲとの接続線で表される）と下部２の縦延長線との間
の角度である。義肢装置が最大伸展した姿勢では、膝角度ΦＫは０である。言い換えれば
、下部２の縦延長線は上部１の縦延長線と一直線になり、つまり、足点ＦＰが下腿管５の
縦延長線の軸上にある場合、膝軸線４と股回転中心ＨＲとの接続線が膝軸線４と足点ＦＰ

との接続線と一直線になる。
【００３４】
　下腿長ＬＳは膝軸線４と足点ＦＰの距離と定義される。下腿角度ΦＳは垂直線Ｖと足点
ＦＰと膝軸線４との接続線との間の角度である。図面において、角度ΦＫで屈曲した義肢
膝関節を含む実施例では、下腿角度ΦＳは前方歩行方向に正に傾斜し、大腿角度ΦＴは垂
直線に対し後方へ向き、脚弦ＬＣは角度ΦＢで後方に傾斜している。脚弦ＬＣの長さＬＢ

は、股回転中心ＨＲと足点ＦＰとの距離によって定義されている。
【００３５】
　脚弦ＬＣの長さＬＢは既知のセグメント長ＬＴ及びＬＳと、膝角度とから算出し得る。
その向き又は脚弦角度ΦＢは、下部２又は上部１、或いは大腿シャフト１０又は下腿管５
に設けられ得る慣性角センサー９の他に、下腿角度ΦＳと重み付けされた膝角度ΦＫとの
組み合わせから概算し得る。その式は、以下のようである。
【００３６】
　　ΦＢ＝ΦＳ＋ｄ×ΦＫ、
　　式中、ｄは０.４～０.６、特に０.５
　長さＬＢ、脚弦ＬＣの向きΦＢ、及び、場合によって、それらの値の時間導関数を知る
ことを通して、立脚期ロール・オフ運動を立脚期屈曲又は立脚期伸展から独立して追跡し
知識を得ることができる。脚弦向き又は脚弦角度ΦＢの変化により、運動の進行は立脚期
でも遊脚期でも追跡でき、それらの値は立脚期動作及び／又は遊脚期動作を緩衝装置設定
の調整により制御するために考慮され得る。
【００３７】
　セグメント角度とも呼ばれ得る大腿角度ΦＴ及び下腿角度ΦＳは、各セグメントに位置
する複数の慣性センサーにより測定し得る。それらの値は、代わりに、無関係な各セグメ
ント上の一つのみの慣性センサーと膝角度センサーによって検出される膝角度ΦＫとによ
り算出される。
【００３８】
　図４ａには、平面歩行用の脚位置の二つの場面が示されている。左側の描写には、ヒー
ル・ストライクの直後の義肢装置が示されている。図示されていない脚弦角度ΦＢは大腿
角度ΦＳとほぼ同等であるため、脚弦ＬＣの長さＬＢはほぼ最大である。その後の一歩行
推移では、前方進行が実行され、義肢装置は全体として前方に回転し、脚弦ＬＣは足首関
節にも位置し得る足点ＦＰを中心として前方に旋回させられ、それゆえに脚弦ＬＣは垂直
線の前に位置する。図４ａのように、平面歩行における前方進行の広範に渡って、大腿又
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は大腿シャフト１０は脚弦ＬＣとともにほぼ伸展した膝関節で前方に移る。膝角度は変化
しない。
【００３９】
　図４ｂには、下方に傾斜した斜面歩行が示されている。左側の描写には義肢膝関節の増
加した屈曲が示され、大腿シャフト１０は膝軸線４を中心として旋回され、脚弦ＬＣの向
きは平面歩行における接地期の向きとほぼ同等である。
【００４０】
　斜面下りにおいて、その後続の運動推移は、図４ｂの右側の描写に示されている。また
、ロール・オフ運動は足点ＦＰを中心として実行され、脚弦ＬＣは足点ＦＰを中心として
前方に回転し、大腿角度ΦＳは膝軸線４の周りに屈曲が増加するためほぼ一定の位置で留
まり、つまり、大腿又は大腿シャフト１０の向きは空間で変化しない又は少しばかり変化
し、脚弦ＬＣは前方に回転する。
【００４１】
　図４ｃには第三歩行状況（つまり階段下り）が示されている。義肢装置の各要素の位置
は、左側の描写に示される初期位置において斜面下りに対応する。脚弦ＬＣは、後方に傾
斜し、つまり垂直線に対して反時計方向かつ後方に傾斜している。階段を下る交互動作の
後続の推移では、義肢装置は屈曲させられ、上部１は下部２に対して旋回運動し、膝角度
ΦＫは増加し、脚弦ＬＣの長さＬＰは減少する。脚弦ＬＣの向きは平面歩行又は斜面下り
ほど変化せず、つまりそれほど前方に回転しない。従って、垂直線に対する脚弦角度ΦＢ

は平面歩行時又は斜面下り時より小さい。
【００４２】
　図４ａ～４ｃに示される歩行状況においては、前方進行が実行され、つまり脚が前方に
ロールオーバーする。各歩行状況を区別及び識別するために適したパラメータ又は補助変
数は、大腿角度ΦＴ又は下腿角度ΦＳの変化と脚の向き又は脚弦角度ΦＢの変化との商で
ある。また、特性値としては時間導関数、つまり脚弦ＬＣと大腿又は下腿との角速度変化
の商が有利であり使用される。
【００４３】
　図５には、各角度の推移が描画され、曲線ａには平面歩行における角度の推移が示され
、曲線ｂには斜面下りにおける脚弦角度と大腿角度の推移が示され、曲線ｃには階段下り
における角度の推移が示されている。
【００４４】
　曲線ａ、ｂ、ｃの推移が夫々異なることは明らかであり、特に各曲線推移の勾配ｋが異
なる。勾配ｋは差分商として特定され得る。その式は以下のようである。
【００４５】
　　ｋ＝（ΦＴ１-ΦＴ０）／（ΦＢ１-ΦＢ０）
　平面歩行の勾配ｋ１は斜面下りの勾配ｋ２よりかなり大きい。曲線ａによる平面歩行に
おいて、大腿角度ΦＴの変化が脚弦角度ΦＢの変化に実質的に応じ、勾配はほぼ１である
のに対し、斜面下りの大腿角度ΦＴがほぼ一定である。従って、斜面下りの勾配ｋ２はか
なり小さくなる。階段下りにおいて、脚弦角度ΦＢの減少が大腿角度ΦＴの減少よりかな
り小さい。従って、階段下りの勾配ｋ３は負の値になる。
【００４６】
　検出された商又は各勾配ｋ１、ｋ２、ｋ３に応じて、抵抗が調整され得る。曲線推移ｂ
による斜面下りの検出において、平面歩行の標準設定は、対応する脚弦角度ΦＢでの降下
、つまり減少した屈曲が発生するように変化させられ得る。図５に示される曲線ｃによる
負の勾配ｋ３が検出された場合、階段下りだと仮定し得る。カタパルト効果を回避するた
めに、ゆっくりと降下すること、又は義肢装置の完全なロックを防止することは回避すべ
きである。
【００４７】
　角度の代わりに脚弦及び大腿又は下腿の角速度又は角度加速が描画された場合、それに
応じて特徴的な期間図が得られる。
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　歩行状況とそれらの運動の進行における区別を検出するために、本願発明による方法で
は力又は力推移は測定又は評価される必要がない。基本的に、角度のみが測定、算出、又
は推定され、緩衝装置設定の変化の基となる。
　以下に、出願当初の特許請求の範囲に記載の事項を、そのまま、付記しておく。
　［１］下肢の矯正器具、外骨格又は義肢の人工膝関節において抵抗変化を制御する方法
であって、前記人工膝関節は旋回軸線（４）を中心として旋回可能に相互に締結された上
部（１）と下部（２）とを有し、前記人工膝関節の屈曲又は伸展に対する抵抗を提供する
ために、前記上部（１）と前記下部（２）との間に抵抗部（６）が締結され、前記抵抗部
（６）には調整器（７）が設けられ、前記調整器（７）に設けられた制御装置（８）のセ
ンサー信号が前記調整器（７）を稼働する場合に、前記調整器（７）により抵抗が変化さ
せられる方法において、前記抵抗が、測定若しくは算出された脚弦（ＬＣ）の姿勢（ΦＢ

）及び／又は長さ（ＬＢ）、並びに／又はそれらの時間導関数に応じて変化させられるこ
とを特徴とする、方法。
　［２］前記脚弦（ＬＣ）として股回転中心（ＨＲ）と足点（ＦＰ）との接続線が使用さ
れることを特徴とする、［１］に記載の方法。
　［３］前記脚弦（ＬＣ）の前記姿勢（ΦＢ）が、下腿角度（ΦＳ）と膝角度（ΦＫ）の
一部との合計として推定され、又は前記下腿角度（ΦＳ）、前記膝角度（ΦＫ）、大腿セ
グメント長（ＬＴ）、及び下腿セグメント長（ＬＳ）から算出されることを特徴とする、
［１］又は［２］に記載の方法。
　［４］下腿角度（ΦＳ）又は大腿角度（ΦＴ）が、慣性角度センサー（９）により直接
測定され、又は大腿（１、１０）若しくは下腿（２、５）に取り付けられた位置センサー
（９）、及び膝角度センサー（９）により検出されることを特徴とする、［１］～［３］
の何れか一項に記載の方法。
　［５］前記脚弦（ＬＣ）の前記長さ（ＬＢ）が、膝角度（ΦＫ）、大腿セグメント長（
ＬＴ）、及び下腿セグメント長（ＬＳ）から決定されることを特徴とする、［１］～［４
］の何れか一項に記載の方法。
　［６］前記抵抗が、前記前記脚弦（ＬＣ）の前記姿勢（ΦＢ）及び／又は前記長さ（Ｌ

Ｂ）の変化の方向に応じて変化させられることを特徴とする、［１］～［５］の何れか一
項に記載の方法。
　［７］前記脚弦の姿勢（ΦＢ）の変化と大腿角度（ΦＴ）又は下腿角度（ΦＳ）の変化
との商（ｋ）が算出され、歩行状況の評価のために使用されることを特徴とする、［１］
～［６］の何れか一項に記載の方法。
　［８］脚弦速度の変化と大腿速度（ΦＴ）又は下腿速度（ΦＳ）の変化との商（ｋ）が
算出され、歩行状況の評価のために使用されることを特徴とする、［１］～［７］の何れ
か一項に記載の方法。
　［９］立脚期又は立脚状態を検出するために、前記下部（２）における力を検出する力
センサー（９）が使用されることを特徴とする、［１］～［８］の何れか一項に記載の方
法。
　［１０］前記抵抗が、更に、前記上部（１）及び／又は前記下部（２）の姿勢又は姿勢
の変化に応じて変化させられることを特徴とする、［１］～［９］の何れか一項に記載の
方法。
　［１１］前記抵抗が、特に前記脚弦（ＬＣ）の前記姿勢及び／又は前記姿勢の変化が設
定境界値を越えた、又は下回ったときに変化させられることを特徴とする、［１］～［１
０］の何れか一項に記載の方法。
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